
（様式①）

[教育委員会事務局] 15款8項2目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
小中学校整備事業

（新増改）
14,691,143 12,292,751 11,403,921 9,630,282 3,287,222 2,662,469 〇

2
小中学校整備事業

（統合）
158,623 150,932 169,252 157,722 △ 10,629 △ 6,790

3 学校計画事業費 8,055 8,055 3,893 3,893 4,162 4,162

4
新設・統合に伴う
通学安全対策事業
費

4,158 4,158 5,500 5,500 △ 1,342 △ 1,342

5 基本方針推進事業費 3,416 3,416 2,864 2,864 552 552

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 14,865,395 12,459,312 11,585,430 9,800,261 3,279,965 2,659,051

事　業　計　画　書　目　次

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教育施設
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 8 2 枝番号 1 前年度事業名称 小中学校整備事業（新増改築）

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 小中学校整備事業（新増改築） 政策番号 6 政策指標 施策番号 3 施策指標

令和５年度 14,691,143 2,398,392 9,562,000 2,730,751
3,087,000 8,883

単独事業 9,196,868 6,475,000 2,721,868
補助事業 5,494,275 2,398,392

7,705,000 1,925,282
増△減 3,287,222 624,753 0 0 0 1,857,000 805,469

令和４年度 11,403,921 1,773,639

令和８年度
予
算

9,566,133 6,497,995 5,258,752 11,104,820 15,499,099 20,523,302

8,407,238 6,358,604

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

4,925,191 10,645,249 14,995,064 19,507,102

根拠・データ等

【小・中学校建替】
　横浜市立小・中学校施設の建替えに関する基本方針
【中学校武道場整備】
　中学校学習指導要領による
【不足教室対策・少人数学級整備、小・中学校増改築】
　義務教育人口推計表による

4,366,430

事業概要

「横浜市立小・中学校施設の建替えに関する基本方針」に基づき、各対象校の建替えが最善の形で進められるよう基本構想の策定、設
計及び工事を実施します。
また学区域内での大規模マンション建設等に伴う児童の増加が見込まれ、学級数が保有教室数を上回る学校について、仮設教室の設置
等によって教室不足を解消するほか、35人学級の実現に向けた教室改修等を行い、教育環境の機能充実を図ります。

事業開始年度 ―

６年度 ７年度 ８年度

決
算

10,570,796 6,201,255 4,743,566

8,723,911 5,888,549

根拠法令・方針決裁等 学校教育法、横浜市立小・中学校施設の建替えに関する基本方針

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【小・中学校建替】
　本市の市立学校は、大半が昭和40年代から50年代にかけて集中的に整備されたものです。本市が平成12年度に策定した「公共施設の
長寿命化－基本方針－」に基づき、学校施設も築70年まで使用することとなりましたが、平成29年４月時点で築50年以上の学校数は95
校（全体の20%）、築40年以上の学校数は282校(全体の59%）にのぼります。
　本事業は、以上の背景を踏まえ、近い将来に耐用年数を超過する校舎の建替えを計画的に進めるものです。建替対象校は築年数の古
いものから選定することを基本とし、学校施設の機能改善、学校統合、公共施設との複合化等を同時に検討し、効率性や事業効果を総
合的に考え、事業を進めます。
【中学校武道場整備】
　中学校学習指導要領の改定により、平成24年から中学校保健体育で武道が必修となりました。体育館等で武道を実施する場合、安全
性や授業時間の確保等の点で課題があるため、武道場未整備の学校において新たに武道場を整備します。
【不足教室対策・少人数学級整備、小・中学校増改築】
　公立の義務教育諸学校における一学級の児童生徒数は『公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律』に定め
られています。学区域内で集合住宅の建設等が見込まれる学校で、同法で定める学級編成を維持するのに必要な教室数を確保できない
ものについて、校舎の増改築、仮設教室の設置、既存教室における教室改修及び空調設置を行い、教室数を確保します。
　また同法の改正により、小学校の学級編成の標準が40人から35人に段階的に引き下げられるため、教室数の不足が新たに見込まれる
学校において教室改修及び空調設置を行います。

建替工事
着手数

単位 目標 2 2 2 3

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

6 6 6

校 実績 2.0

武道場整備
工事着手数

単位 目標 1 1 1 1 1 1 1

校 実績 1.0 1.0

10,028,651 3,109,685 事業の進捗による増

中学校武道場整備 269,457 286,040 ▲ 16,583 入札実績等を踏まえた減

事業スケジュール

【小・中学校建替】
　当面、年３～６校程度の学校を建替対象校に選定します。
　選定後の一般的な想定スケジュール（目安）は以下のとおりです。
・１年目　基本構想策定 ・４年目　工事１年目/解体工事
・２年目　基本設計 ・５年目　工事２年目
・３年目　実施設計(必要に応じ、仮設校舎設置) ・６年目　工事３年目、引き渡し
※ 工期及び解体工事の時期等については、設計の内容に応じて前後する可能性があります。
【中学校武道場整備】
　武道場整備決定後の一般的な想定スケジュール（目安）
・１年目　基本設計　　　・２年目　実施設計 ・３年目　工事
【不足教室対策・少人数学級整備、小・中学校増改築】
　義務教育人口推計の結果等に応じ、教室数の不足が見込まれる年度までに校舎の増改築工事、仮設教室の設置、
既存教室の改修及び空調設置が完了するよう、都度スケジュールを決定します。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

小・中学校建替等 13,138,336

不足教室対策・少人数学級整等 1,094,604 1,060,166 34,438 工事単価の増

小・中学校増改築 188,746 29,064 159,682
増築工事の着工による工
事費の増

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥村　誠 佐藤　彰 ⼭本 拓

細事業合計 14,691,143 11,403,921 3,287,222

課長 係長 管理

1



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 158,623 169,252 ▲ 10,629

課長 係長 整備

本資料は、公正・適正に作成しました。 杉浦　達彦 齋藤　郁男 高橋　竜太

169,252 ▲ 10,629 工事規模の減による減

事業スケジュール

令和４年度
【阿久和小・いずみ野小統合】　設計
令和５年度
【阿久和小・いずみ野小統合】　施工
令和６年度以降　未定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

小・中学校改修 158,623

実績

単位 目標

実績

単位 目標

1 - -

校 実績 0 0

改修工事
着手数

単位 目標 0 0 1 1

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 義務教育人口推計表による

6,389

事業概要 学校統合等を検討している学校について、統合校を魅力ある学校とするため、校舎の内部改修等を行う。

事業開始年度 ―

６年度 ７年度 ８年度

決
算

40,979 16,994 6,389

40,979 16,994

根拠法令・方針決裁等 学校教育法

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
学校規模適正化の推進により統合が決定した小・中学校等の良好な教育施設の確保のため、校舎の改修等を行います。

令和８年度
予
算

36,900 21,600 1,000

36,900 21,600

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,000

147,000 10,722
増△減 △ 10,629 △ 3,839 0 0 0 △ 6,000 △ 790

令和４年度 169,252 11,530

7,000 691
単独事業 143,241 134,000 9,241
補助事業 15,382 7,691

令和５年度 158,623 7,691 141,000 9,932

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 小中学校整備事業（統合） 政策番号 6 政策指標 施策番号 3 施策指標

2
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 8 2 枝番号 2 前年度事業名称 小中学校整備事業（統合）

令和　５年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教育施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

2



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

随時対応 随時対応

実績 18.0 15.0

目標

実績

令和　５年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 学校計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 15 8 2

事業名称

財　源　内　訳

通学区域・特
別調整通学区
域等の指定・
変更・解除

単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

学校計画事業費

枝番号 3

政策番号 6 政策指標 施策番号 3 施策指標

前年度事業名称 学校計画事業費

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

8,055
補助事業 0

令和５年度 8,055

0
令和４年度 3,893 3,893

単独事業

0 4,162

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 4,162 0 0 0 0

決
算

3,508 5,348 2,235
3,508 5,348 2,235

3,545
2,792 6,234 2,811 3,545 7,545 3,545

予
算

2,792 6,234 2,811 3,545 7,545

3,893 4,162
指定校検索システム構築
による増

事業概要
横浜市立小・中学校及び義務教育学校の通学区域を指定します。また、横浜市立小・中学校及び義務教育学校の良好な教育環境の確保
のため、学校規模の適正化を図り、弾力化を含めた通学区域の見直しを行うとともに、基本的な調査及び調整を行います。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市立小学校、横浜市立中学校及び横浜市立義務教育学校の通学区域並びに就学すべき学校の指定に関する規則

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

課長 係長

細事業合計 8,055 3,893 4,162

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙梨　潤一 杉谷　大輔 若尾 弘信

事業スケジュール

６月～８月：学校分布図の修正、８月公表
４月～８月：義務教育人口推計の作成・８月公表
８月・１１月：小学校・中学校の通学区域の指定
２月～３月：急増要因となる開発事業について開発事業者への照会
通年：集合住宅等開発情報の収集・通学区域の変更又は特別調整通学区域の設定変更等の調整

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
通学区域の指定、見直し及び弾力化並
びに学校規模の適正化の推進

8,055

単位

実績 ９月公表 ９月公表

目標 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応

義務教育人口
推計の更新・

公表

単位

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・通学区域の指定、見直し及び弾力化並びに学校規模の適正化の推進
「横浜市立小学校、横浜市立中学校及び横浜市立義務教育学校の通学区域並びに就学すべき学校の指定に関する規則」及び「横浜市

立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針」に基づき、横浜市立小・中学校及び義務教育学校の通学区域を定めま
す。また、児童生徒の減少や学校教育に対する市民意識の高まり等により、通学区域等について市民要望が多く寄せられています。通
学区域に関しては、(1)学校規模の問題、(2)通学距離・通学安全の問題、(3)地域コミュニティとの整合性等、多くの課題があります
が、これらの問題解決のため、通学区域変更や特別調整通学区域の設定等に取組みます。
　港北区では、小学校18校・中学校5校において住宅開発及び35人学級の導入により教室不足が見込まれるため、令和４年度に区内にお
ける今後の住宅開発可能エリアの調査を一部地域を対象に実施しました。しかし、引き続き調査が必要なため、残りのエリアについて
も調査を実施します。

・学校規模・配置の適正化の推進のための基礎調査等
ア 義務教育人口推計の作成
集合住宅等建設計画の事前調査及び実績把握等を行い、義務教育人口推計を作成し公開しています。この義務教育人口推計に基づ

き、小・中学校等の良好な教育施設整備のため、関係部門と調整しつつ、学校の通学区域の変更等により、学校規模・配置の適正化を
進めます。

イ 横浜市立学校分布図の更新
市内の小・中学校及び義務教育学校の配置及び通学区域を示すため、１年に１度、横浜市立学校分布図を更新し、公開しています。

根拠・データ等

・令和４年度義務教育人口推計（令和４年５月１日現在 小学校337校、中学校145校、義務教育学校３校（分校を含む））
＜小学校・義務教育学校前期課程＞

令和４年　　５年 ６年　　７年 ８年　　９年 10年
　　児童数　168,459　　166,287　163,724　160,125　155,879　150,342　144,825
　　学級数　　5,606 5,566　　5,577　　5,567　　5,441　　5,228　　5,133
　＜中学校・義務教育学校後期課程＞
　　生徒数　 74,940　　 73,974　 72,395　 71,313　 69,632　 69,115 　68,119
　　学級数　　2,090 2,056　　2,028　　2,009　　1,969　　1,949　　1,911

　上記推計を基に教職員配置、教職員採用、施設整備等の計画が作成され、予算の根拠とされています。

目標 ８月公表 ８月公表 ８月公表 ８月公表 ８月公表 ８月公表 ８月公表

3



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 4,158 5,500 ▲ 1,342

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙梨　潤一 杉谷　大輔 若尾 弘信

5,500 ▲ 1,342
実績に基づく単価見直し
による減

事業スケジュール ４月から翌年３月までの学校開校日に通学安全指導員を配置する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

庄戸小学校通学安全指導員配置業務 4,158

実績

単位 目標

1

箇所 実績 1.0 1.0
配置箇所

単位 目標 2 1 1 1 1 1

210 210 210

日 実績 190.0 201.0
配置日数

単位 目標 420 210 210 210

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
旧上郷南小学校及び旧野七里小学校の統合校である庄戸小学校の設置については、平成17年９月30日の市会において「横浜市立小・中
学校条例」が改正され、同年10月14日に通学区域に係る規則が施行となりました。この条例及び規則の改正にあたり、検討委員会（当
時）からの通学安全についての要望に係る対応として実施しています。

3,991

事業概要
学校の新設や統合に伴い道路の改良工事や歩道橋の設置等恒久的な安全対策が図られるまでの間、通学安全指導員の配置等により、児
童の通学安全対策を推進します。

事業開始年度 平成18年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

3,957 4,494 3,991

3,957 4,494

根拠法令・方針決裁等 横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

庄戸小学校通学安全指導員配置業務
　栄区上郷南小学校及び野七里小学校の統合校である庄戸小学校は、旧上郷南小学校に設置されており、旧野七里小学校通学区域から
通学する児童は、交通量の多い環状4号線を横断する必要があります。そのため、恒久的な安全対策が図られるまでの間、通学安全指導
員を配置し、引き続き児童の通学安全対策を推進します。
　また、令和２年に該当交差点において、ドラッグストアやカフェ等の開業により、交通事情が複雑化し、継続的な通学安全対策が必
要です。

令和８年度
予
算

7,248 10,395 7,392 4,158 4,158 4,158

7,248 10,395

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

7,392 4,158 4,158 4,158

5,500
増△減 △ 1,342 0 0 0 0 0 △ 1,342

令和４年度 5,500

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 4,158 4,158

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 新設・統合に伴う通学安全対策事業費 政策番号 6 政策指標 施策番号 3 施策指標

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 8 2 枝番号 前年度事業名称

令和　５年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 学校計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 学校計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 8 2 枝番号 前年度事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 基本方針推進事業費 政策番号 6 政策指標 施策番号 3 施策指標

令和５年度 3,416 3,416
0

単独事業 0
補助事業

2,864
増△減 552 0 0 0 0 0 552

令和４年度 2,864

令和８年度
予
算

2,523 2,205 3,311 3,416 3,416 3,416

2,523 2,205

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

3,311 3,416 3,416 3,416

根拠・データ等

①学校規模適正化等検討委員会の運営
・市立小・中・義務教育学校の通学区域の適正化及び弾力化並びに規模の適正化を推進する等のため、横浜市教育委員会の附属機関と
して、横浜市学校規模適正化等検討委員会（以下、「委員会」とする。）をおく。（条例第１条）
・横浜市教育委員会の諮問に応じて（通学区域、規模、配置等）調査審議し、をする。（条例第２条）
②部会の運営
・委員会に部会を置くことができる。（条例第８条）。
・個別の地域の学校規模に関する検討部会を設置し、臨時委員を任命する。

1,705

事業概要 通学区域の変更や弾力化、学校統合、学校の新設等によって、学校規模の適正化を推進する。

事業開始年度 平成15年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

868 1,269 1,705

868 1,269

根拠法令・方針決裁等 横浜市学校規模適正化等検討委員会条例、横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

平成15年度から「横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針（以下、基本方針とする。）」を策定し（平成30
年12月改定）、通学区域の変更や弾力化、学校統合、学校の新設等により、学校規模の適正化を推進します。
　平成25年度に制定した横浜市学校規模適正化等検討委員会条例に基づき、学校規模適正化等検討委員会において部会を設置し、個別
の地域の学校規模に関して、各地域の実情を踏まえた検討を実施します。
ア 小規模校対策検討部会の運営

基本方針に基づき、小規模校の適正規模化を図るため、通学区域の変更や学校統合等の対策を検討します。
イ 新設校開校準備部会の運営

基本方針に基づき、住宅開発等に伴う過大規模の状況が続き、分離新設を必要とする場合、新設校の通学区域や学校名等を検討しま
す。

学校規模適正
化等検討委員

会の開催

単位 目標 3 3 3 3

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

3 3 3

回 実績 2.0 2.0

学校規模適正
化に向けた
部会の開催

単位 目標 3 3 3 3 3 3 3

地区 実績 1.0 2.0

単位 目標

実績

2,864 552 実績に基づく増

事業スケジュール

学校規模適正化等検討委員会
　４月、９月、１月開催予定
部会
　保護者及び地域住民への説明会の後、２～３か月ごとに１回開催（概ね１地区あたり５回程度を想定）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

学校規模適正化等検討委員会の開催 3,416

本資料は、公正・適正に作成しました。 髙梨　潤一 杉谷　大輔 若尾 弘信

細事業合計 3,416 2,864 552

課長 係長
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